
 

川崎市環境局緊急工事取扱要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大規模地震及び台風などの風水害等（以下「災害等」という。）に

よる設備機器の故障又は損耗等による突発的な故障が発生し、その復旧に期間を要する

ことで市民生活への影響が生じる場合において、環境局が発注する緊急工事（地方自治

法施行令第１６７条の２第１項第５号に基づく随意契約による工事をいう。）の実施に

ついて、必要な事項を定めるものとする。 

（緊急工事） 

第２条 この要綱における緊急工事の対象は、処理センター、資源化処理施設、生活環境

事業所その他これらに類する施設（以下「廃棄物処理施設等」という。）において、安

定稼働の確保及び円滑な収集業務継続のため緊急に施工しなければならない工事のう

ち、極めて緊急度が高く、競争入札に付する時間的余裕がない場合であって、次の各号

に掲げるものとする。 

（１）災害等に伴い、緊急に復旧を要する応急又は本復旧工事 

（２）設備機器の故障により、市民生活等への重大な影響（職員の安全衛生等の影響が市

民生活等へ重大な影響を与える場合などを含む）を回避するため、２か月以内に復旧

を要する本復旧工事 

（対象設備） 

第３条 この要綱における緊急工事の対象設備は次の各号に掲げる設備のことをいう。 

（１）プラント各種設備 

（２）電気設備、給排水設備、衛生設備 

（３）建物及び土木構造物 

 (緊急工事の検討) 

第４条 施設部長は、緊急工事の実施について、廃棄物処理施設等から報告された故障状

況から、工事内容、履行場所、工期、費用等を迅速かつ適切に調査し、緊急工事事前連

絡書（第１号様式）を作成のうえ、環境局長へ報告するものとする。 
２ 環境局長は、前項を踏まえて、緊急工事を発注することとなる場合には、財政局長に

対し、緊急工事事前連絡書（第１号様式）を提出し、承諾を得るものとする。 

（業者選定） 

第５条 環境局長は、緊急工事を実施するときは、工事の緊急度や施工業者の体制等を勘

案し、施工業者を適切に選定しなければならない。なお、協定を締結しているプラント

メーカや市内団体については、平常時において、プラントメーカ及び会員企業の情報提

供を受け、施工業者を円滑に選定できるように努めるものとする。 

２ 環境局長は、次のいずれかに該当するものの中から施工業者を選定するものとする。 



（１）廃棄物処理施設等のプラントメーカであり、市との間で、「川崎市環境局 廃棄物

処理施設の災害時における応急措置の協力に関する協定」を締結していること 

（２）市との間で、「災害時における応急対策を行うための協力に関する協定書」を締結

している団体に所属しており、当該団体から推薦を受けていること 

（３）前各号を除き、環境局長が認める者 

３ 環境局長は、前項の施工業者の選定に際しては、次の事項を勘案するものとする。 

（１）川崎市工事請負有資格業者名簿に登録されていること 

（２）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間中でないこと 

（３）川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと 

（４）市内団体から推薦された会員企業については、原則として所在地が工事場所の近隣

区域であること 

（５）施工業者の施工体制及び施工実績 

（６）早期かつ確実な施工の観点から契約の相手方として最も適していること 

（緊急工事の決裁） 

第６条 環境局長は、前条に規定する業者の選定後、次の事項を記した緊急工事施行書

（第２号様式）及び緊急工事発注書（第３号様式）を作成し、財政局長に合議のうえ決

裁するものとする。 

（１）工事件名 

（２）履行場所 

（３）工事概要 

（４）指名業者依頼年月日 

（５）指名業者名及び代表者名、住所、連絡先 

（６）予算科目 

（７）緊急工事で行う理由及び随意契約理由 

２ 前項の決裁の際『環境局指名業者選定及び推薦委員会』で業者の選定の承認を受けた推

薦業者通知書を添付するものとする。 
（緊急工事の発注） 

第７条 環境局長は、前条により施工業者として決定した者（以下「請負業者」とい

う。）に対し、緊急工事発注書（第３号様式）により、緊急工事の施工を依頼するもの

とする。 

２ 請負業者は、前項の依頼を受けた後、速やかに緊急工事請書（第４号様式）を作成す

るとともに、工事着手届及び必要な書類を作成し、環境局長に届け出なければならな

い。 

３ 環境局長は、前項の規定に基づき、請負業者から緊急工事請書（第４号様式）の提出

を受けたときは、財政局長に対し、報告するものとする。 

（設計書の作成等） 



第８条 環境局長は、緊急工事を発注する場合は、被災状況や工事の緊急度を踏まえて工

事内容を検討し、発注の前に設計図書その他の作成を要することなく、工事の依頼を行

うことができる。 

２ 環境局長は、別に定める積算基準、単価表その他の資料に基づき、速やかに工事費の

積算を行い、財政局長に対し、緊急工事の契約金額の合意に係る手続の実施について、

履行期限の２週間前までに依頼するものとする。 

（特に緊急を要する場合） 

第９条 この要綱に定める様式について、発災後、特に緊急を要する揚合には、書面の作

成を省略し、事後に作成することができる。なお、この場合であっても、速やかに書面

の作成を行うものとする。 

（その他必要事項） 

第10条 この要綱に定めのない事項については、川崎市契約規則（昭和３９年４月１日規

則第２８号）及び関係法令によるほか、環境局長が別に定めるものとする。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年３月２４日から施行する。 

 



（第１号様式）

財 政 局 長 様
環 境 局 長 

環境局⇒財政局

年  月  日
第    号

緊 急 工 事 事 前 連 絡 書

 次の工事について、廃棄物処理施設等の安定稼働の確保及び収集業務の継続にあたり、緊急
に復旧しなければ著しく支障があり、競争入札に付することができないことから、地方自治法
施行令第１６７条の２第１項第５号に基づく緊急工事により発注したいので、御配慮いただき
ますようお願いします。

施 設 名

件  名

履 行 場 所

工 事 概 要

予 定 工 期

随 意 契 約 理 由



（第２号様式）

環境局⇒財政局

履 行 場 所

緊 急 工 事 施 行 書

年 月 日

件 名

工 事 概 要

指 名 業 者 依 頼 年 月 日 　　　　　年　　　月　　　日

指 名 業 者 ＴＥＬ

備 考
　　　　緊急工事で行う理由及び指名業者の選定については
　　　随意契約理由書のとおり

予 算 科 目

款 項 目 節



（第３号様式）

様

　次の工事について、依頼します。

川崎市⇒請負者

年度

緊急工事発注書

川崎市長　

１

　

件 名

年 月 日 まで

４ 工 事 概 要

２ 履 行 場 所

３ 予 定 工 期 年 月 日 から

５ 契 約 金 額 別途、予定価格作成のうえ、見積により決定する。

６ 契約保証金

　　　　上記により、川崎市契約規則に定める条項及び頭書記載の内容をもって期限内に

川崎市契約規則第３３条第５号により免除

７ その他事項 □ 仕様書等別紙 □標準仕様書適用 　□ 直接指示

８ 不適合責任 引渡日から １年

　　　工事を完成させることを依頼します。

年 月 日



（第４号様式）

施設整備課 契約課

請負者⇒川崎市

担任 係長 担任 係長 担任 係長 担当課長 課長

緊急工事請書

課長補佐 課長

年度

１

　

件 名

２ 履 行 場 所

３ 予 定 工 期 年 月 日 から

年 月 日 まで

４ 契 約 金 額 別途、予定価格作成のうえ、見積により決定する。

５ 契約保証金 川崎市契約規則第３３条第５号により免除

６

年 月 日

その他事項 □ 仕様書等別紙 □ 標準仕様書適用 　□直接指示

７ 不適合責任 引渡日から １年

川　崎　市　長

請 負 人

住　　　　　所

（あて先）

商号 又は 名称

代  表  者  名 印

収入印紙欄



（第５号様式）

金　　　　　　　　　　　　円（消費税額及び地方消費税額　　　　　　　円を含

む。）とすることに合意する。

発注者 川崎市

印

受注者

請負者⇔川崎市

合　意　書

　川崎市と　　　　　　　　　　　　は、　　　　年　　月　　日付け緊急工事

請書に定める　　　　　　　　　　　　　　工事について、契約金額を　　　　　

　　年　　月　　日

川 崎 市 長

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 名 　　　　　　　　　　　　　　印

収入印紙欄


